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決 算 関 係 資 料 に つ い て

この資料は、総務省からの照会に基づいて、県下全市町村及び一部事務組合を対象に平成１9年度の財政

状況を調査したものの一部を編集したもので、調査要領は次のとおりである。

一 調 査 日

  普通会計、公営企業会計以外の公営事業会計  平成20年５月３１日（出納閉鎖日）

  法適用公営企業会計  平成20年３月３１日現在

  法非適用公営企業会計 平成20年５月３１日（出納閉鎖日）

    （ただし、施設及び業務の状況については平成20年３月３１日現在）

二 調査団体の範囲

  平成20年３月３１日現在の市町村及び一部事務組合の全団体

三 会計の区分

１ 普通会計

   普通会計とは、公営事業会計以外の会計を総合して一つの会計としてまとめたものをいう。

２ 公営事業会計

  (1) 公営企業会計

   公営企業会計とは、地方公営企業法の全部又は財務規定等を適用している事業並びに地方財政法施行

令第１２条に掲げる事業、有料道路事業、駐車場整備事業及び介護サービス事業に係る会計をいう。

    このうち地方公営企業法の全部又は財務規定等を適用している事業を法適用企業といい、それ以外を

法非適用企業という。

ア 水 道 事 業 （簡易水道事業を除く。）

イ 工業用水道事業

ウ 交 通 事 業 （軌道事業、鉄道事業、自動車運送事業、船舶運航事業）

エ 電 気 事 業

オ ガ ス 事 業

カ 簡 易 水 道 事 業

キ 港 湾 整 備 事 業 （埋立事業並びに荷役機械、上屋、倉庫、貯木場及び船舶の離着岸を補助する

ための船舶を使用させる事業に限る。）

ク 病 院 事 業 病院とは医療法第１条の５に規定する病床数２０床以上の施設を有するもの

をいう。なお、国民健康保険事業会計の直診勘定に属する病床数２０床以上

の施設を有する病院については、同会計から分離して公営企業会計の病院事

業として取り扱い、一般行政上の目的から経営しているもの、例えば大学付

属病院、独立の伝染病院等で法非適用分については、病床数の如何にかかわ

らず、すべて病院事業として取り扱わないものである。
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ケ 市 場 事 業

コ と 畜 場 事 業

サ 観 光 施 設 事 業 （休養宿泊施設事業、索道事業（ロープウェイ、スキーリフト等）、その他観光

事業）

シ 宅 地 造 成 事 業 （住宅用地造成事業、内陸工業用地等造成事業、流通業務団地造成事業、市街

地再開発事業等）

ス 下 水 道 事 業 （公共下水道事業、特定公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、流域

下水道事業、農業集落排水事業、林業集落排水事業、簡易排水事業、小規模

集合排水処理事業、特定地域生活排水処理事業、個別排水処理施設整備事業）

セ 有 料 道 路 事 業

ソ 駐車場整備事業

タ 介護サービス事業 （指定介護老人福祉施設、介護老人保健施設、老人短期入所施設、老人デイサ

ービスセンター、指定訪問看護ステーション）

チ そ の 他 事 業

(2) 国民健康保険事業会計

    国民健康保険事業会計のうち、直診勘定に係る病床数２０床以上の病院については、公営企業会計の

病院事業として取り扱うものとする。

(3) 老人保健医療事業会計

    老人医療事業会計とは、老人保健法により市町村が行う老人保健医療事業に係る会計をいう。

(4) 介護保険事業会計

   介護保険事業会計とは、介護保険法により市町村が行う介護保険事業に係る会計をいう。ただし、指定介護老

人福祉施設、介護老人保健施設、老人短期入所施設、老人デイサービスセンター、指定訪問看護ステーション

の５つの施設により介護サービスを提供する事業については、公営企業会計の介護サービス事業として取り扱う

ものとする。

(5) 農業共済事業会計

    農業共済事業会計とは、農業災害補償法により市町村が行う農業共済事業に係る会計をいう。

(6) 交通災害共済事業会計

    交通災害共済事業会計とは、市町村が条例等により直接行う交通災害共済事業に係る会計をいう。
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四 主要財政用語

(1) 実質収支

当該年度の歳入決算額から歳出決算額を単純に差し引いた形式収支から事業繰越等の翌年度に繰り越すべ

き財源を差し引いた額である。

繰越事業等を当該年度に執行し、または当該年度に発生した債務をその年度に履行したものとして収支の

結果をとらえたものである。

実質収支＝形式収支〔歳入－歳出〕－翌年度へ繰り越すべき財源※

※ 翌年度へ繰り越すべき財源 … 継続費逓次繰越、繰越明許費、事故繰越、事業繰越及び支払繰延の措

置により、翌年度に繰り越される財源をいう。

(2) 単年度収支

当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額である。当該年度のみの実質的な収入と支出と

の差である。

単年度収支＝当該年度実質収支－前年度実質収支

(3) 実質単年度収支

単年度収支結果に表れない当該年度の財源留保措置等の状況をとらえるもので、当該年度の歳出に含まれ

ている積立金や地方債繰上償還額の黒字要素と積立金取崩額（歳入中の基金からの繰入金）の赤字要素が仮

に歳入、歳出に措置されなかった場合、単年度収支が実質的にどのようになったかをみるものである。

実質単年度収支＝単年度収支＋財政調整基金積立金＋地方債繰上償還額－財政調整基金取崩額

(4) 標準財政規模

  標準的な一般財源の規模を示すものである。

100
標準財政規模＝（基準財政収入額－地方譲与税等※）×

75
＋地方譲与税等＋普通交付税

※ 地方譲与税等 … 地方道路譲与税、特別とん譲与税、自動車重量譲与税、航空機燃料譲与税、交通安

全対策特別交付金、所得譲与税（政令市の場合は石油ガス譲与税が加わる。）

(5) 実質収支比率

  標準財政規模及び臨時財政対策債発行可能額の合計額に対する実質収支の割合を示すものである。

実質収支
実質収支比率＝

標準財政規模＋臨時財政対策債発行可能額
×100

(6) 公債費負担比率

  一般財源総額に占める公債費充当一般財源の割合を示すものであり、財政構造の弾力性（臨時の財政需要

に対する財政の適応力）を判断する指標である。

公債費充当一般財源（一時借入金利子、転貸債及び繰上償還額を含む。）
公債費負担比率＝

一般財源総額
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(7) 公債費比率

  公債費比率とは公債費の一般財源に占める割合である。

当該年度の普通会計に係る元利償還金

【繰上償還分及び転貸債償還分を除く】
－（元利償還金に充てられた特定財源＋Ａ）

公債費比率＝

（当該年度の標準財政規模＋臨時財政対策債発行可能額）－Ａ

Ａ：普通交付税の算定において基準財政需要額に参入された公債費（一部事務組合の地方債に係るもの

を除く。）

災害復旧費、辺地対策事業債償還費、地域改善対策特定事業債等償還費、過疎対策事業債償還費、公

害防止事業債（普通会計に属するものに限る。）償還費、石油コンビナート等特別防災区域に係る緑

地等の設置のための地方債償還費、地方税減収補てん債償還費、地震対策緊急整備事業債償還費、地

域財政特例対策債償還費、臨時財政特例債償還費（普通会計に属するものに限る。）、災害復興等のた

めの地方債利子支払費、財源対策債償還費、減税補てん債償還費、臨時税収補てん債償還費、合併特

例債償還費、補正予算債償還費、公共事業等臨時特例債償還費、臨時財政対策債償還費及び原子力発

電施設等立地地域振興債償還費

（一部事務組合の地方債（その元利償還金に係る当該一部事務組合を組織する地方公共団体の負担金

として平成 14 年度以降に債務負担行為が設定され、当該債務負担行為に係る支出が公債費に準ずる

債務負担行為に係る支出（施設整備費、用地取得費に相当するものに限る。）に参入されたものを除

く。）に係るものを除く。）

(8) 実質公債費比率

  平成18年度からの地方債協議制度において、地方債の信用維持等の観点から、財政状況の悪化している地

方公共団体に対して早期是正のための措置として例外的に許可制度が規定されている。

  許可団体に移行する基準と地方債の許可に関する指標であり、起債制限比率を見直し公債費負担の実情を

より反映したもので、次の算式による比率の過去３年度間の平均。

地方債の元利償還金

（繰上償還等を除く）
＋

地方債の元利償還金に準ずるもの

（「準元利償還金」）
－（Ｃ＋Ｄ）

実質公債費比率＝

（標準財政規模－Ｄ）

Ｃ：元利償還金又は準元利償還金に充てられる特定財源

Ｄ：地方債に係る元利償還金に要する経費として普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入

された額（「算入公債費の額」）及び準元利償還金に要する経費として普通交付税の額の算定に用い

る基準財政需要額に算入された額（「算入準公債費の額」）

※実質公債費比率の算定にお

いて除かれる元利償還金

① 繰上償還を行ったもの

② 借換債を財源として償還を行ったもの

③ 満期一括償還地方債の元金償還金

④ 利子支払金のうち減債基金の運用利子等を財源とするもの

※準元利償還金 ① 満期一括償還地方債に係る年度割相当額

② 公営企業債の元利償還金に対する普通会計からの繰入金

③ 一部事務組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金等

④ 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

（ＰＦI事業に係る委託料、国営事業負担金、利子補給など）

⑤ 一時借入金の利子
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○ 実質公債費比率による地方債発行の制限

① 18％以上 公債費負担適正化計画を策定し、７年度以内に実情に応じた目標数値に引き下げる。

② 25％以上

35％未満
一般単独事業債（一般事業、地域活性化事業、地域再生事業）等の制限

③ 35％以上
②に加え、一般事業債（災害関連事業を除く）、教育・福祉施設等整備事業債（義務教

育施設整備事業、一般廃棄物処理事業を除く）等の制限

(9) 財政力指数

当該団体の財政力を示す指標であり、地方交付税法の規定により算定した基準財政収入額を基準財政需要

額で除して得た数値の過去３年間の平均値をいう。 財政力指数は、「１」に近くあるいは「１」を超えるほ

ど財源に余裕があるものとされ、「１」を超えると普通交付税の不交付団体となる。

(10)経常収支比率

経常的に充当された一般財源の額が、経常一般財源、減税補てん債及び臨時財政対策債の合計額に占める

割合であり、財政構造の弾力性を判断する指標である。

経常経費充当一般財源
経常収支比率＝

経常一般財源の額＋減税補てん債＋臨時財政対策債
×100

(11)現債高比率

将来の公債費負担を把握するための指標で、地方債現在高の標準財政規模及び臨時財政対策債発行可能

額の合計額に対する割合を示す。比率が高いほど将来の公債費負担が大きくなる。

地方債現在高
現債高比率＝

標準財政規模＋臨時財政対策債発行可能額
×100

(12)債務比率

将来の債務の状況を示す指標で、地方債現在高と債務負担行為翌年度以降支出予定額の合計額を、標準

財政規模及び臨時財政対策債発行可能額の合計額で除して算出する。

地方債現在高＋債務負担行為翌年度以降支出予定額
現債高比率＝

標準財政規模＋臨時財政対策債発行可能額
×100

(13)積立金現在高比率

地方公共団体の財政の安定性を判断する指標で、積立金現在高の標準財政規模及び臨時財政対策債発行

可能額の合計額に対する割合を示す。比率が高いほど、積立金が多いことを示す。

積立金現在高
積立金現在高比率＝

標準財政規模＋臨時財政対策債発行可能額
×100

(14)ラスパイレス指数

国家公務員行（一）の俸給月額を「100」とした場合の地方公務員一般行政職の給料水準を占めす指数。

職員構成を学歴別、経験年数別に区分し、地方公共団体の職員構成が国の職員構成と同一と仮定して算出す

るものであり、地方公共団体の仮定給料総額（地方公共団体の学歴別、経験年数別の平均給料月額に国の職員

数を乗じて得た総和）を国の実俸給総額で除して得る加重平均である。


